
 

 

平成 25 年度事業報告 

 

１.平成 25 年度の事業概要 

 平成 25 年年度事業計画及び収支予算計画は、平成 25 年 3 月 15 日（金）の第 7 回理事会にお

いて承認され、3 月末日に内閣府に関係書類を提出した。この手続きを経た計画により今年度の

事業を開始した。平成 25 年度の公共事業関係予算は、緊急経済対策としての平成 24 年度補正予

算と合わせた 15 ｹ月予算が組まれ、インフラ老朽化対策や復興防災対策、事前防災といった事業

が実施されることになった。このような状況の中で、公益財団法人の 2 年目として、地理情報標

準の認定資格制度の創設、測量成果の品質向上講習会等の新たな事業を加えて、公益目的事業の

推進に取組んだ。以下にその事業概要を報告する。 

 

（１）技術研究活動 

活動の主体となる技術委員会・技術部会は、新たに 2 年間の任期で、会員各社に若手技術

者の参加も呼び掛け、参加登録を要請して、新しい委員長、副委員長、部会長を選任してス

タートした。新部会長の下、それぞれ、先端測量技術に関する活動計画を検討して取組みを

開始した。また、河川レーザ測量等特別な課題については、WG、研究会等を設置して調査

研究を進めた。（参加登録者延べ 306 名、参加会社延べ 259 社）さらに、測量行政懇談会を

はじめとして、外部の関係委員会に 14 名の委員を派遣して、施策や基準づくりに貢献した。 

自主研究の他に、地理情報標準、航空レーザデータの活用、事例研究等の当協会の事業目

的に合った受託調査研究を、GIS センター、技術部会の協力を得て実施した。 

 

（２）技術普及活動 

会員の技術力向上と先端測量技術の普及を目的に、日頃の技術研究成果及び業務での技術

的工夫等の実績を披露する場として、第 35 回測量調査技術発表会を四谷区民ホールで開催

した。会員各社による技術発表 10 編と東京大学工学系研究科社会基盤学専攻藤野特任教授

による特別講演「インフラ維持管理とモニタリングについて」が行われた。また、ＷＧ活動

報告の発表や優秀論文表彰、優秀発表者の表彰も行った。 

Ｇ空間 EXPO2013 では、測量 4 団体が連携して、地理空間情報フォーラムを開催した。シ

ンポジウムでは岡部会長より 21 世紀の地理空間情報技術～測量からソリューションまで～

の講演があった。また、測技協と韓国測量学会の主催で、第 4 回日韓レーザ計測シンポジウ

ムを開催した。 

出版等による普及活動では、「航空レーザ測量による災害対策事例集」を出版するととも

に、測技協 Web サイトにおける航空レーザ計測アーカイブズ／航空レーザ測量データポータ

ルサイトをリニューアルした。このポータルサイトは、本年度電子国土賞のコンテンツ部門

にノミネートされた。機関誌「先端測量技術」105 号は、地理情報標準の最近の動向を特集



した。公共測量積算ハンドブック（平成 25 年度版）は、国土交通省の空中写真測量（デジ

タル）及び航空レーザ測量の標準歩掛の改正と現地測量電子平板測量の追加を中心に改訂し

て出版した。 

 

（３）地理情報の標準化活動 

 ISO/TC211 の国内審議団体として、幹事会、国内委員会を開催し、ISO/TC211 からの意見

照会への対応や国際規格案への投票方針の検討及び 5 月の韓国プサン市及び 11 月の米国レ

ッドランズ市で開催された総会への準備を行った。そして、これらの活動を通じて、地理情

報標準の国際規格の策定を推進した。また、日本工業標準審査会への JIS 制定申請のため、

データ製品仕様、座標による空間参照（改正）、データ品質の 3 つの分科会を開催し検討を

行った。   

地理情報標準普及のための新たな施策として地理情報標準認定資格制度を創設し、初級・

中級技術者の講習・試験を実施した。その結果、初級技術者試験の合格者が 255 名、中級技

術者試験の合格者が 18 名となった。登録については、会長認定者も合わせて、初級技術者

登録が 144 名、中級技術者が 19 名、上級技術者が 6 名登録された。また、これらの結果を

基に、国土地理院の測量技術者の認定資格に登録申請中である。 

 

（４） 成果検定事業 

4 年目を迎えて、検定補助者等の充実を図った。また、適切な検定を実施するために DM

データ検定プログラムの開発を行った。さらに、検定依頼者のニーズに応え、これまでの指

摘事項を整理・分析して、2 日間に渡る品質向上講習会を開催した。今年度の検定実績とし

ては、96 件、約 4, 516 万円（うち基本測量 1 件 327 万円）を達成している。 

 

（５） 緊急撮影対応及び大規模災害時の対応検討 

国土地理院との災害時における緊急撮影協定に基づき、首都直下等の地震災害を想定した 

緊急撮影・画像伝送訓練を実施して、緊急撮影調査要請から契約締結までの確認、緊急撮影

から納品までの訓練を行った。また、八尾空港から東京都心に向けて高速通信衛星 WINDS

（きずな）を経由するデータ伝送試験も実施した。緊急撮影の発動は、7 月 17 日からの大

雨による被害に対する山形地区の緊急撮影 1 件であった。 

近畿地方整備局との協定に基づき、国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画近畿地方地域

対策計画策定連絡会議に参加した。 

 

 

 

 

 

 



２.平成 25 年度の活動内容 

 

（１） 会員の動向 

１）正会員  入会 2 社、退会 2 社  3 月末現在 ７９社 

・ESRI ジャパン株式会社   4 月入会 

・AS ロカス株式会社   6 月入会 

・株式会社昭文社デジタルショリューション 5 月退会 

・日研測量株式会社 8 月退会 

２）賛助会員 入会 1 社 退会 なし  3 月末現在 １２社 

・株式会社マプコン 8 月入会 

   平成 26 年 3 月 31 日時点で、会員合計は９１社である。 

 

（２）主要会議の開催状況 

 

１）評議員会 

①第 3 回評議員会 

平成 25 年 6 月 14 日(金)千代田区「ｽｸﾜｰﾙ麹町」にて開催、議決事項は次のとおり 

    第 1 号議案 評議員長選任の件 

    第 2 号議案 平成 24 年度事業報告の件 

    第 3 号議案 平成 24 年度収支決算の件 

    第 4 号議案 平成 25 年度事業計画の件 

    第 5 号議案 平成 25 年度収支予算の件 

    第 6 号議案 地理情報標準認定資格の件 

 

 ②第 4 回評議員会 

  平成 25 年 12 月 13 日(金) 千代田区「弘済会館」にて開催、議決事項は次のとおり 

第 1 号議案 評議員長選任の件 

第 2 号議案 理事補充選任の件 

第 3 号議案 評議員補充選任の件 

第 4 号議案 上半期事業報告の件（報告） 

第 5 号議案 上半期決算報告･通期見通しの件 (報告) 

   ※評議員会終了後に国土地理院幹部との意見交換会を開催 

    1）測技協からの情報提供 

     ・測技協の概要   

     ・航空レーザ測量データポータルサイトについて 

     ・地理情報標準認定資格制度の創設と実施状況について   

    2）国土地理院からの情報提供 



・次期基本測量長期計画について  

・地理院地図について        

・測量士試験について         

    3）意見交換 

 ・測技協から要望を提出 

 ・意見交換 

 

２）理事会 

①第 8 回理事会 

平成 25 年 5 月 31 日(金)新宿区「測技協会議室」にて開催（書面開催）、議決事項は次 

のとおり 

第 1 号議案 第 3 回評議員会の日時及び場所並びに目的事項の決議の件 

第 2 号議案 平成 24 年度事業報告の件 

第 3 号議案 平成 24 年度収支決算の件 

 

②第 9 回理事会 

平成 25 年 11 月 22 日(金)新宿区「測技協会議室」にて開催（書面開催）、議決事項は次

のとおり 

第 1 号議案 第 4 回評議員会の日時及び場所並びに目的事項の決議の件 

第 2 号議案 理事補充候補選任の件 

 

   ③第 10 回理事会 

平成 26 年 3 月 14 日(金)新宿区「測技協会議室」にて開催、議決事項は次のとおり 

第 1 号議案 平成 25 年度事業報告（仮）の件 

  第 2 号議案 平成 25 年度収支決算報告（仮）の件 

第 3 号議案 平成 26 年度事業計画の件 

第 4 号議案 平成 26 年度収支予算の件 

第 5 号議案 退職金規程の制定の件 

第 6 号議案 新規会員入会の件 

 

３）運営委員会 

 ①第 1 回運営委員会 

  平成 25 年 5 月 23 日(木)新宿区「測技協会議室」にて開催、審議事項は次のとおり 

  第 1 号議案 平成 24 年度事業報告案の件 

  第 2 号議案 平成 24 年度収支決算案の件 

第 3 号議案 平成 25 年度事業計画の件 

第 4 号議案 平成 25 年度収支予算の件 



第 5 号議案 地理情報標準認定資格制度について 

 

 ②第 2 回運営委員会 

  平成 25 年 11 月 21 日(木)新宿区「測技協会議室」にて開催、審議事項は次のとおり 

  第 1 号議案 理事補充候補選任の件 

第 2 号議案 平成 25 年度事業報告（上半期）の件 

  第 3 号議案 地理情報標準認定資格講習・試験の実施報告の件 

  第 4 号議案 国土地理院との意見交換会の件 

 

４）事業委員会 

 以下に記載のとおり、事業委員会 1 回、地区事業委員会 6 回、幹事会 2 回を開催した。 

 登録者数は 28 名、会員数は 28 社であった。 

① 第 1 回幹事会 

平成 25 年 4 月 17 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・平成 25 年度の活動方針の検討 

・地区事業委員会の日程調整 

② 第 1 回事業委員会 

 平成 25 年 5 月 22 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・平成 25 年度の活動方針の説明 

・国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課より「国土交通省の測量業に関するイ 

メージアップの取組と経営分析」の講演 

③ 第 2 回幹事会 

    平成 26 年 2 月 4 日（火） 

・地区事業委員会総括と来年度の実施について 

・新標準歩掛への意見書取りまとめについて 

④ 地区事業委員会 

 今年度の地区事業委員会は、国土地理院のスマート・サーベイ・プロジェクト「測量

の効率化・低コスト化を実現 ～衛星測位と電子基準点の新活用法～」についての講

演と地区会員との交流を深めるための意見交換を、全国 6 地区において、下記のとお

り開催した。 

 
No. 地区 開催日 参加者 参加会社数(地区) 主な内容 

1 関東 7 月 12 日 38 名 21 社 講演 3 件 

2 北海道 8 月 29 日 22 名 13 社（8 社） 講演 1 件、意見交換 

3 近畿・中四国 9 月 12 日 21 名 11 社（6 社） 〃 

4 九州 10 月 10 日 21 名 10 社（5 社） 〃 

5 東海 11 月 7 日 26 名 13 社（8 社） 〃 



6 北陸・信越 12 月 5 日 35 名 14 社（9 社） 〃 

 合計（延べ）  165 名 82 社（36 社）  

     

地区事業委員会で会員から出された主な意見は、以下のとおりである。貴重なご意見は

今後の運営の参考とする。 

（市場動向） 

   ・若い人材が集まらない、定着が悪いので業界として、業界の魅力をアピールするなど 

の対策が取れないか 

   ・業界の人気のなさが人材確保につながらない。課題として、①低価格で所得が伸びな 

い②高齢化、後継者不足③単年度契約の解消がある。④1/3 は女性を採用すべき。 

   ・自社・業界として若手の育成が課題である。先端測量技術、ビックデータの取扱いを 

    含む業界の将来について、測技協に期待している 

・ハザードマップの作成には、住宅地図も活用されているが、精度の高い地図、三次元 

データのニーズが高まっている 

   ・測量士資格制度改定のその後の情報が欲しい。また、測量士試験の合格率が 5％程度 

    で、内容が専門的になりすぎ、取得のレベルをどこにおいているのか見えない 

 

   （技術委員会活動等） 

・技術委員会・部会を地方で開催して、情報の流通の促進、技術の普及を図って欲しい 

・遠方のためなかなか参加できないので、部会・WG 資料を送付して欲しい 

・CPD の取得は、対象講習の少ない地方では難しい面がありこの点も考慮して欲しい 

・技術委員会・部会活動でも測量 CPD の取得ができないか 

・全方位の MMS 画像取得業務を総括して、今後の提案、予算獲得に備える必要がある 

・MMS-WG の標準歩掛検討に合わせて、何か今後の事業展開に繋がる提案ができな 

いか 

 

   （入札・契約） 

   ・品質確保と技術力向上のため、人材育成、資格取得に費用と時間を割いているが、測 

量士の試験制度の導入見直しはどのようになっているのか 

・新積算標準（デシタル写真測量、航空レーザ）に対して、作業機関の実態を明確に伝 

える必要がある。特に、天候障害による撮影不能日、空中写真撮影の実態、滞留費等 

大きな違いがある。 

   ・総合評価において、技術点のウエイトを高くし、より相対的な評価をして欲しい 

   ・総合評価の手続きの短縮型において、技術者の拘束期間は短縮されたが（41 日⇒25

日）、提案書作成の負担が増大した（参加表明は多くせざるを得ない）。発注者に 

おいても、多くの提案書を評価するのは負担増になっていないか、再点検を望む    

 



５）技術委員会 

 以下に記載のとおり、技術委員会 4 回、幹事会 4 回を開催した。登録委員数は 33 名、会

員数は 29 社であった。 

 ①第 1 回技術委員会 

平成 25 年 6 月 6 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

  ・技術委員長、副委員長、技術部会長の選任 

・平成 25 年度の活動方針 

  ・各部会の活動報告と計画 

 ②第 1 回技術委員会幹事会 

平成 25 年 7 月 18 日（木）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

  ・第 35 回測量調査技術発表会の開催報告 

  ・（仮称）道路基盤情報流通推進研究会への参加 

  ・3 次元データ整備・流通のための 3 次元 CAD 製図基準の小委員会への参加 

  ・デジタル空中写真測量、航空レーザ測量の標準歩掛への対応について 

 ③第 2 回技術委員会 

平成 25 年 9 月 4 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

  ・各部会の活動報告 

 ④第 2 回技術委員会幹事会 

平成 25 年 10 月 9 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

  ・新標準歩掛の検討状況 

  ・事務局報告 

 ⑤第 3 回技術委員会 

平成 25 年 11 月 6 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

  ・各部会の活動報告 

    ・事務局報告 

⑥第 3 回技術委員会幹事会 

平成 25 年 12 月 4 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

  ・国土地理院との意見交換会について 

  ・事務局報告 

⑦第 4 回技術委員会 

平成 26 年 2 月 6 日（木）新宿 NPO 協働推進センター501 会議室にて開催、検討事 

項は次のとおり 

  ・各部会の活動報告 

    ・事務局報告 

  ・国土地理院との意見交換会 

⑧第 4 回技術委員会幹事会 

平成 26 年 2 月 26 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 



  ・第 36 回測量調査技術発表会について 

  ・標準歩掛の改正に対する要望書について 

  ・事務局報告 

 

６）編集委員会 

①第 1 回編集委員会 

平成 25 年 4 月 24 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

    ・先端測量技術 105 号の特集「地理情報標準の最近の動向」等の編集内容について 

 

（３）技術研究活動 

 

１）技術部会・ＷＧ活動（自主研究活動） 

自主研究活動としての技術部会・ＷＧ活動は、下表のように開催され、それぞれの活

動テーマを具体化した。技術委員会、技術部会、ＷＧの延べ登録者は、306 名、会員

数は 259 社であった。 

部会・WG 登録者 会員数 開催日 

技術委員会 33 29 6/6、9/4、11/6、2/6 その他幹事会 

空中計測・マッピング部会 56 48 6/11、10/15、12/10、2/18 

位置情報・応用計測部会 44 40 5/30、7/4、9/18、11/13、1/22 

GIS 部会 57 51 7/11、9/11、10/24、12/5、2/5 その他幹事会 

国土管理・コンサル部会 28 26 7/30、9/25、11/27、1/29 その他幹事会 

技術普及部会 14 14 5/31、6/18、7/5、11/16 

 

WG 

レーザ WG 14 11 4/3、6/20、7/19、7/31、8/29、10/25 

MMS-WG 52 33 （4/18）（5/17）（6/5）（7/5） 

GNSS-WG 8 7 6/21、7/27、9/6、10/18・19、11/13、1/22 

合計 306 259  

                                 （ ）：幹事会 

① 空中計測・マッピング部会 

・新標準歩掛分科会によるデジタル空中写真測量、航空レーザ測量に関する提言検討 

（新技術紹介） 

・日本スペースイメージング㈱ 

（レーザＷＧ） 

・航空レーザ計測アーカイブズ/航空レーザ測量データポータルサイトのリニューアル 

・航空レーザ測量による災害対策事例集（書籍）の刊行 

・第 4 回日韓レーザ計測シンポジウムの準備、運営 

・航空レーザ計測等を用いた河川管理への適用研究会を開催し、本省等と意見交換を行 

 う 



（MMS-WG） 

  ・「移動計測車両による測量システムを用いる数値地形図データ作成マニュアル(案)」 

   の課題検討 

   ・MMS 標準積算歩掛りの検討 

   ・MMS による全周囲画像データの作成について、事業委員会と連携して仕様案及び標 

準的歩掛の検討を行う 

② 位置情報・応用計測部会 

（勉強会及び意見交換会） 

・朝日航洋㈱ ナローマルチビーム測深機を用いた調査事例について 

・㈱ニコン・トリンブル 

・ライカ ジオシステムズ㈱ 

・スマート・サーベイ・プロジェクトについて（国土地理院） 

・GSILIB（マルチ GNSS 解析システム）について（国土地理院） 

（GNSS-WG） 

・GNSS 測量におけるマルチパスの実影響の把握に関する基礎的研究 

・第 2 回実証実験（国土地理院電子基準点「つくば 1」を基地局とした RTK 観測） 

③ GIS 部会 

（GIS 関連技術紹介） 

・ESRI ジャパン株式会社 

・日本スーパーマップ株式会社「SuperMap Realspace 技術 3D シーン」 

（自主研究テーマの検討） 

・GIS 基礎の現状/ GIS ソフトウエアに関する調査/データ関連調査 

・GIS の利用と未来像（利活用・ソリューション技術・サービス面の調査・整理） 

④ 国土管理・コンサル部会 

（技術紹介） 

・ESRI ジャパン株式会社 

・日本スーパーマップ株式会社「SuperMap Realspace 技術 3D シーン」 

・株式会社エイテック 

（活動テーマの検討） 

・液状化判読のための空中写真による判読要領、判読チャート 

・ハザートマップへの取組みについて 

・社会資本のメンテナンスに役立つ先端測量技術 

⑤ 技術普及部会 

・第 35 回測量調査技術発表会の運営 

・第 35 回測量調査技術発表会・特別講演会の手配 

・第 4 回日韓レーザ計測シンポジウムの運営支援 

 



２）外部委員会への委員派遣 

① 国土地理院 測量行政懇談会（1 名）及び基本政策部会（1 名） 

② 国土地理院 電国土基本図のあり方検討委員会（1 名） 

③ 国土地理院 平成 25 年度公共測量に関する課題の調査検討業務（2 名） 

④ 国土地理院 測量業務の効率化に関する検討委員会（１名） 

⑤ 国土地理院 平成 24 年測量士・測量士補に係る試験考査委員（2 名） 

⑥ 総プロ（総合技術開発プロジェクト）マルチ GNSS による高精度測位技術の開発に

関する委員会（１名） 

⑦ 日本測量機器工業会 測量機 JIS 原案調査作成委員会（1 名） 

⑧ 日本測量機器工業会 ISO/TC172/SC6 国内分科会 GNSS 改訂ＷＧ委員（1 名） 

⑨ 次世代デジタル道路地図のあり方に関する研究会（1 名） 

⑩ 高精度衛星測位サービス利用促進協議会（QBIC）社会実証準備ＷＧ（1 名） 

⑪ 次元データの整備・流通のための 3 次元 CAD 製図基準の策定小委員会（1 名） 

    以上合計 14 名が外部委員として活動した。 

 

３）国土地理院等との技術情報交換会及び会議参加 

会員が関心を持っているテーマについて、国土地理院他の専門家を招聘して勉強会・意

見交換会を実施した。また、関係会議等へ参加した。 

① 国土交通省土地・建設産業局との意見交換「国土交通省の測量業に関するイメージ

アップの取組と経営分析」 

・主催：事業委員会 

・日時：5 月 22 日（木）16：00～17：00 

・参加者：国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課企画専門官 

     測技協 事業委員会メンバー他 

・参加者数：23 名  

② 国土地理院との意見交換会「スマート・サーベイ・プロジェクトについて」 

・主催：技術委員会 位置情報・応用計測部会 

・日時：7 月 4 日（木）15：30～17：00 

・参加者：国土地理院 測地部長 専門調査官 

     測技協 位置情報・応用計測部会メンバー他 

・参加者数：20 名   

③ 国土地理院との意見交換会「測量の効率化・低コスト化を実現～衛星測位と電子基

準点の新活用法」 

・主催：事業委員会  

・日時：7 月 17 日（水）13：30～14：30 

・参加者：国土地理院 測地部測地基準課 調査係長 

     測技協 事業委員会メンバー他 



・参加者数：34 名   

④ 第３回地球規模の地理空間情報管理に関する専門家委員会（UNCE-GGIM） 

標記会議へのオブザーバー参加の案内が国土地理院企画部国際課からあり、会員に周

知したところ、２社が会議に参加した。 

・期間：平成 25 年 7 月 24 日～26 日 

・場所：英国ケンブリッジ市 

・会議の出席者：約 70 の国・地域の代表者、国際機関及び民間企業等から合わせて約

250 名の専門家が参加 

・国土地理院より村上企画部長、福島地理空間情報活用推進分析官、鵜生川環境地理

課長補佐が参加 

⑤ 国土地理院との意見交換会「GSILIB について」 

・主催：技術委員会 位置情報・応用計測部会 

・日時：9 月 18 日（水）15：30～17：00 

・参加者：国土地理院 測地観測センター 衛星測地課係長        

     測技協 位置情報・応用計測部会メンバー他 

・参加者数：18 名 

⑥ 日本測量協会/国土地理院のヒアリング 

・平成 25 年度公共測量に関する課題の検討作業 

・日時：12 月 10 日（火）16：00～17：00 

・参加者：公社）日本測量協会測量技術センター/国土地理院企画部技術管理課 

     測技協 空中計測・マッピング部会メンバー他 

⑦ 国土地理院との意見交換会「市町村等におけるハザードマップ整備の現状とあり方 

について」～特に、防災地理情報の活用について～ 

      ・主催：技術員会 

・日時：2 月 6 日（木）16：00～17：30 

・参加者：国土地理院 応用地理部長、防災地理課長、専門調査官 

・参加者数：24 名 

⑧ 国土交通省大臣官房技術調査課に「標準歩掛の改正に対する要望書」を提出し、デ 

ジタル空中写真測量、航空レーザ測量に関する要望と意見交換を行った。 

・日時：3 月 20 日（木）10：00～11：00 空中計測・マッピング部会、事業委員会 

 

４）受託研究活動 

本年度の受託業務は下記の国土地理院等の受託 4 件であった。GIS センターが主管し、

関係技術部会の協力により対応した。 

 

 件 名 発注先 契約方式 

受託金額（千円） 



1 平成 25 年度地理情報標準に関する調

査検討業務 

国土地理院 企画部 

技術管理課     

 

簡易公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ

（測量） 

9,660 

2 三次元データの作成及び整備手法に関

する調査検討業務 

国土地理院 基本図情報

部地理情報技術開発室 

公募型競争入札 

（役務） 

6,405 

3 「ハザードマップ 作成に資する 防災

地理情報の活用に関する検討 会」運営

支援業務 

国土地理院防災地理部

防災地理課 

公募型競争入札 

（役務） 

871.5 

4 航空レーザ計測等を用いた河川管理へ

の適用研究会 

民間企業  

5,250 

  合計 22,186.5 

① 平成 25 年度地理情報標準に関する調査検討業務の概要 

   ・ISO/TC211 に関する動向調査 

   ・地理情報の JIS に関する動向調査 

   ・GIS ソフトウェア等に関する調査 

   ・JPGIS 等に関するヘルプデスク 

② 三次元データの作成及び整備手法に関する調査検討業務の概要 

・三次元データの利活用に関するヒアリング調査 

   ・三次元データの作成・利活用に関する資料の収集(論文・特許等) 

   ・諸外国における三次元地図データの整備・利活用状況の調査 

③ ハザードマップ作成に資する防災地理情報の活用に関する検討会」運営支援業務  

・ハザードマップ作成に資する防災地理情報の活用に関する検討会運営支援 

④ 航空レーザ計測等を用いた河川管理への適用研究会 

  ・定期横断成果と LP、ﾒｯｼｭﾃﾞｰﾀ、3DCAD から生成した断面等との比較 

 

（４）技術普及活動 

 

１）第 35 回 測量調査技術発表会 

会員の技術力向上と先端測量技術の普及を目的に、日頃の技術研究成果及び業務での

技術的工夫等の実績を披露する場として、毎年実施し、今年度は 10 編の発表があった。

7 月 5 日（金）、四谷区民ホールで開催し、参会者は 198 名であった。東京大学工学系研

究科社会基盤学専攻藤野特任教授による特別講演「インフラ維持管理とモニタリングに

ついて」とＷＧ活動報告として、空中計測・マッピング部会 MMS-WG から「MMS 標

準積算歩掛り（案）の検討」、位置情報・応用計測部会 GNSS－WG から「GNSS 測量に

おけるマルチパスの実影響の把握に関する基礎的研究」が発表された。 

 



発表タイトル 発表者 （氏 名） 

基準点測量における地理情報標準の役割とその推進 
アイサンテクノロジ

ー株式会社 
中根 勝見 

高分解能衛星画像を用いた広域緑被率調査について 国際航業株式会社 森田 太一 

道路敷内民有地調査業務における MMS の活用 

-宮崎県日向市をケーススタディとして－ 
朝日航洋株式会社 久原 千賀子 

異種の道ネットワークづくりと GIS 基盤の活用 

～ 官民連携による山間地域の道路網形成 ～ 
国際航業株式会社 渡辺 美紀 

デジタル航空カメラ DMCⅡ230 の「作業規程の準則」

に基づく精度評価 
朝日航洋株式会社 佐野 晃一 

MMS レーザ点群を利用した路面不陸箇所抽出手法 株式会社パスコ 山本 耕平 

電子国土Webサービスの汎用GISソフトの背景レイ

ヤとしての考察 
ESRI ジャパン株式会社 鈴木 茂雄 

複数デジタル写真を用いたリアル 3D オブジェクト

の生成 
アジア航測株式会社 山口 由美子 

航空機搭載型グリーンレーザ測深による深浅測量の

実用化に向けて 
中日本航空株式会社 宇野女 草太 

MMS 画像データを利用した道路標識の自動認識 株式会社パスコ 崔 載永 

特別講演 
  

インフラ維持管理とモニタリングについて 
東京大学工学系研究科

社会基盤学専攻 

特任教授 

藤野 陽三 

WG 報告     

MMS 標準積算歩掛り（案）の検討 

空中計測・マッピング

部会 

MMS-WG 

住田 英二 

真田 将英 

GNSS測量における マルチパスの実影響の把握に関

する基礎的研究  

位置情報・応用計測部会 

GNSS-WG 
鵜飼 尚弘 

優秀発表 表彰     

総評 閉会挨拶 
公益財団法人日本測量

調査技術協会 

会長  

岡部 篤行 

   



２）優秀論文賞及び優秀発表表彰 

  第 33 回及び第 34 回の提出論文から会長賞並びに会長奨励賞を表彰した。また、第 35

回測量調査技術発表会の 10 編の技術発表の中から、3 篇の優秀発表者を表彰した。 

優秀論文表彰 

第 33 回（平成 23 年度） 

会長賞 
道路縦断勾配を考慮した自動車燃料の削

減に関する研究 
株式会社パスコ 李 勇鶴 

奨励賞 
合成開口レーダを用いた水稲収量の推定

に関する基礎的研究 
株式会社パスコ 木村 篤史 

第 34 回（平成 24 年度） 

会長賞 
新探査技術による河川堤防管理手法の高

度化 
株式会社パスコ 吉岡 裕嗣 

奨励賞 

ダム貯水池上流部における極浅域の面的

３次元データの取得～大規模出水に備え

たダム維持管理に向けて～ 

中日本航空株式会社 髙橋 弘 

第 35 回優秀発表表彰 
    

優秀発

表賞 

異種の道ネットワークづくりと GIS 基盤

の活用 

～官民連携による山間地域の道路網形成～ 

国際航業株式会社 渡辺 美紀 

優秀発

表賞 

複数デジタル写真を用いたリアル 3D オブ

ジェクトの生成 
アジア航測株式会社 山口 由美子 

優秀発

表賞 

航空機搭載型グリーンレーザ測深による

深浅測量の実用化に向けて 
中日本航空株式会社 宇野女 草太 

 

３）機関誌「先端測量技術」105 号発行 

   特集 地理情報標準の最近の動向 

   ・巻頭インタビュー「地理情報標準がひらく地理空間情報の未来」 

国際航業株式会社フェロー 太田守重 

   ・地理情報標準プロファイル（JPGIS）の意義        国土地理院技術管理課 

   ・地理空間情報国際協力の新しい方向性       一般社団法人国際建設技術協会 

   ・数値地形図における地理情報標準プロファイルの導入・運用に係る考察 

                                 朝日航洋株式会社 

   ・公共測量への地理情報標準の導入―課題と展望―       アジア航測株式会社 

   ・公共測量への地理情報標準の導入―課題と展望― 



    －県域統合型 GIS における地理情報標準の適用―       国際航業株式会社 

   ・製品仕様書の公共測量への適用について           株式会社パスコ 

   ・国際標準 Place Identifier（PI）architecture の概要とその後 

                        慶應義塾大学環境情報学部植原准教授 

   ・地理情報標準の制定とその国内利用     公益財団法人日本測量調査技術協会 

   ・「地理情報標準認定資格制度」の創設    公益財団法人日本測量調査技術協会 

   特別講演 水管理・国土保全事業における測量調査技術の活用と今後の方向 

                        関国土交通省水管理・国土保全長（当時） 

先端測量技術 105 号は、国・都道府県の関係部所、10 万人規模以上の市等の関係機関

に配布した。   

 

４）航空レーザ計測アーカイブズ/航空レーザ測量データポータルサイトのリニューアル 

これまで、高精度標高データの利活用を促進する目的で、会員が実施した基本測量、

公共測量（公共測量申請案件）の高精度標高データ計測範囲と各社アーカイブの範囲を、

国土地理院の電子国土 Ver.1 上で公開していたが、操作性が格段に向上した電子国土

Web.NEXT（10/30 より「地理院地図」）を利用して、新たなデータも加えてリニューア

ル公開した。作業機関が入力した、正確な計測エリアが簡単に閲覧することが出来、以

下の４つの属性が素早く確認できることになった。 

   「管理者」「計測密度（m）」「計測期間」「計測会社」 

 

５）Ｇ空間 EXPO2013 等の開催 

①Ｇ空間 EXPO2013 の開催に合わせて、測量 4 団体が連携して地理空間情報フォー 

ラム 2013 を以下のように開催した。 

   ・会期：平成 25 年 11 月 14 日（木）、15 日（金）、16 日（土） 

   ・会場：お台場 日本科学未来館 1Ｆ・7Ｆ 

   ・地理空間情報フォーラムシンポジウム 

    講演「これからの測量・地理空間情報」 

    パネルディスカッション「測量・地理空間情報のイノベーション、今。これから」 

   ・企画展示会/ベンダーフォーラム：20 団体参加 

   ・体験イベント：15 団体 

   ・学生フォーラム：11/14 のみ 

   ・Ｇ空間 EXPO2013 全体の来場者 

来場者： 17,584 人 

     11/14－5,293 人 11/15－5,850 人 11/16－6,441 人 

    講演・シンポジウム・セミナー参加者：2,460 人 

     11/14－ 976 人 11/15－1,053 人 11/16－ 431 人 

 



② 測技協としての参加  

・岡部会長の講演：21 世紀の地理空間情報技術―測量からソリューションまでー 

・出版図書の紹介 

③ 測技協主催の第 4 回日韓レーザ計測シンポジウム 

   ・基調講演（英語）： 一般参加可 

・Ron Roth 氏 Hexagon Geosystems  

講演タイトル：Point Clouds Today and Tomorrow: Application and Technical Drivers in a 

Maturing Market 

・Manfred Sever 氏 Applanix 

 講演タイトル：Trimble Indoor Mobile Mapping System ( TIMMS ) 

・Bang, Ki In 氏  Satrec Initiative 

 講演タイトル：Point Cloud Co-registration using Alternative Primitives 

・Anders Ekelund 氏 Airborne HydrograpyＡＢ 

 講演タイトル：AHAB Bathymetric LIDAR 

・ディスカッション： 一般参加不可、関係者のみ 

    日本の 3 次元都市モデル構築  

韓国の 3 次元空間情報構築の現況と活用 

日本のガイドライン状況 

韓国の航空レーザ計測の作業規定及び公共測量制度の現況 

   

６）電子国土賞の推薦団体として活動 

電子国土基本図等の国土地理院のデータを活用し、地理空間情報の高度活用社会の形

成に貢献する GIS ソフトウェアと GIS コンテンツの中から、優れたものを『電子国土

賞』として 表彰するとともに広く紹介する制度が国土地理院で始まった。当協会はそ

の賞の推薦団体として登録され、今年度は下記の 2 件を推薦した。 

・日本スーパーマップ㈱/㈱興和  「携帯型森林 GIS」（モバイル部門） 

・日本スーパーマップ㈱/（公社）山梨県建設技術センター「山梨県道路台帳ＧＩＳ」 

（ＰＣ部門） 

電子国土賞選考委員会において、日本スーパーマップ㈱/㈱興和の「携帯型森林ＧＩＳ」

がモバイル部門の電子国土賞特定テーマ賞に選考され、Ｇ空間 EXPO2013 において表彰

された。また、測技協の航空レーザ計測アーカイブズ/航空レーザ測量データポータルサ

イトもコンテンツ部門にノミネートされた。 

 

７）図書出版 

   ①航空レーザ測量による災害対策事例集の発刊 

 航空レーザ測量による高精度な地形データの利活用事例を、災害対策を中心に多様な 

分野について分かり易く紹介している。 



第1章 緊急時に備える 

第2章 航空レーザ測量の解説 

第3章 航空レーザデータを利用する 

第4章 利活用を支援する微地形表現図とは 

第5章 災害対策における利活用事例 

第6章 災害時の緊急計測 

第7章 国内で使用されている航空レーザ測量システム一覧 

 発刊に当たっては、Web サイトでのお知らせを初め、関係機関へのダイレクトメール、

関連協会機関誌での図書紹介、メルマガ等により広報を行った。その結果以下のような

販売・配布部数となった。 

 ・謹呈（著者、使用許可先、本省他関係機関） 143 部 

 ・会員 451 部（うち 101 セット販売） 

 ・全測連会員 53 部（うち 48 セット販売） 

 ・一般 39 部（うち 24 セット販売） 

 ・合計 686 部（うち 173 セット販売）3 月末 

 

   ②公共測量積算ハンドブックの改訂（平成 25 年度版） 

    設計業務等標準積算基準書（青本）の空中写真測量（デジタル）、航空レーザ測量に

準拠した改訂及び現地測量電子平板方式（全測連技術委員会特殊歩掛研究部会と連携）

の追加を行う。また、設計業務等標準積算基準書（青本）平成 25 年度に基づく、材料

費単価、機械損料表、経費率等の変更作業を行い、平成 25 年度版を刊行した。 

   ホームページ及び会員への案内及び全測連本部を通じての案内を行う 3 月末で 318 冊を

販売した。 

 

８）国土交通大学に講師を派遣 

   専門課程の「高等測量」・「公共測量」・「地理情報標準」・「基盤地図情報活用」研修への 

講師の調整を行った。研修受講者は、国・地方自治体の職員等となっている。 

 

９） その他の技術普及活動 

① 「測量の日」関連行事に実行委員会として参加する。記念グッズの日本分県パズル     

を配布した。 

② 地図展の開催に地図展推進協議会として参加する。 

③ その他開催協賛は以下のとおり 

・GITA-JAPAN 第 23 回コンファレンス 

    ・完全復元伊能図全国巡回フロア展 

   

 



（５）地理情報の標準化活動 

 

  ISO/TC211（地理情報の標準化に関する専門委員会）国内審議団体としての活動及び国際

標準（IS）になった項目を日本工業規格（JIS）にするための JIS 原案作成委員会活動を行っ

た。 

１）ISO/TC211 国内委員会、幹事会組織（敬称略・平成 25 年 9 月末現在） 

①国内委員会 

委員長 岡部 篤行  青山学院大学 総合文化政策学部 教授 

委 員 有川 正俊  東京大学 空間情報科学研究センター 教授 

委 員 今井 浩   東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授 

委 員 植原 啓介  慶應義塾大学 環境情報学部 准教授 

委 員 碓井 照子  奈良大学 名誉教授 

委 員 東明 佐久良 大妻女子大学 社会情報学部長 教授 

委 員 柴崎 亮介  東京大学 空間情報科学研究センター 教授 

委 員 瀬崎 薫   東京大学 空間情報科学研究センター 教授 

委 員 辻本 崇紀  経済産業省 産業技術環境局 情報電子標準化推進室長 

委 員 和田 恭   経済産業省 商務情報政策局 情報プロジェクト室長 

委 員 小森 達雄  海上保安庁 海洋情報部  技術・国際課 課長補佐 

委 員 金子 純一  国土交通省国土地理院企画部地理空間情報国際標準分析官 

委 員 兼谷 明男  一般財団法人日本情報経済社会推進協会 常務理事 

委 員 土居原 健  一般財団法人日本デジタル道路地図協会ﾌｪﾛｰ研究開発部長 

委 員 太田 守重  公益財団法人日本測量調査技術協会 技術顧問 

幹事長 明野 和彦  国土交通省 国土地理院 企画部 企画調整課長 

     幹事長 藤村 英範  国土交通省 国土地理院 地理空間情報部 情報普及課長 

（11 月交代） 

   ② 幹事会 

幹事長 藤村 英範  国土交通省 国土地理院 地理空間情報部 情報普及課長 

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ明野 和彦  国土交通省 国土地理院 企画部 企画調整課長 

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ五十嵐 保  一般財団法人リモート・センシング技術センター  

研究開発部 主任研究員 

    ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ岩男 弘毅  独立行政法人産業技術総合研究所地質調査情報センター 地

質・衛星情報整備企画室 主幹  

     幹 事 西城 祐輝  国土交通省 国土地理院 企画部 国際観測企画官  

     幹 事 田崎 昭男  国土交通省 国土地理院 企画部 技術管理課長 

          幹 事  プルース・リース一般財団法人日本情報経済社会推進協会 電子情報利活 

用推進部 研究員 

          幹 事  大伴 真吾   朝日航洋株式会社  システム開発研究センター センター長 



          幹 事  山田 秀之   アジア航測株式会社 空間情報事業部 ＤＳ事業部 主任技師 

          幹 事  政木 英一   国際航業株式会社 東日本事業本部 空間情報基盤技術部 

               技術部長 

          幹 事  平田 更一   株式会社パスコ 研究開発センター 上級主任研究員 

 

２）ISO/TC211 国内審議団体活動 

①第 36 回 ISO/TC211 総会  

・日程：5 月 27 日（月）～5 月 31 日（金） 

・開催地：韓国プサン市ヘウンデ パラダイスホテル釜山 

・参加者：藤村 英範、山際 敦史（国土地理院）碓井照子（奈良大学）植原 啓介（慶

応義塾大学）プルース・リース（JIPDEC）平田 更一 （㈱パスコ） 

・全体参加者：日・韓・中・米・仏・英・カナダ・北欧諸国等から計 80 名程度 

・主な決議内容 

ａ）PI リンキング（日本提案）、登録サービス、用語の 3 プロジェクトを登録。 

ｂ）GML 拡張スキーマ等 7 件の国際規格案を、編集後 ISO 中央事務局に送付する。 

ｃ）ISO 19157（データ品質）発行（8 月予定）後 ISO19113（品質原理）を廃止。 

ｄ）カナダによるメタデータ管理特別グループ設立提案に各国のコメントを求める。 

ｅ）経営計画修正特別グループを設置し、メンバーを募集する。 

ｆ）アウトリーチ活動を再活性化する（次回会議で南アから活動報告予定等）。 

ｇ）次回米国総会に併設して用語ワークショップを実施する。 

ｈ）BIM（Building Information Modeling; 建築情報モデリング）の国際的な中立非 

営利団体である buildingSMART からのリエゾン要請を歓迎する。 

   ・その他 

    ａ）PT19160 の会合では、住所概念モデル（19160-1）や UPU（万国郵便連合）の住

所フォーマット規格（TC 211 で並行審議=19160-4）について議論 

ｂ）植原プロジェクトリーダーのリードのもと PI リンキング（19155-2）の会合を実 

施。プロジェクトは順調に開始 

ｃ）次回会合を平成 25 年 11 月第 3 週に米国・レッドランズ市で、次々回会合を平成

26 年 6 月第 1 週にドイツ・ベルリン市で開催 

 

②第 37 回 ISO/TC211 総会 

・日程：11 月 11 日（月）～11 月 15 日（金） 

・開催地：米国・レッドランズ市 

・参加者：藤村 英範（国土地理院）植原 啓介（慶応義塾大学）プルース・リース（JIPDEC） 

・主な決議内容 

ａ）新規プロジェクトとして、住所フォーマット規格（19160-4）と LiDAR 画像のセ



ンサの較正検証（19159-2）を登録 

ｂ）IoT（Internet of Things、モノのインターネットと呼ばれるインターネット接続技

術団体）とリエゾン関係を結ぶ。 

ｃ）2013 年 12 月 16 日投票締め切りの空間スキーマ（19107：2003）、測地コード及び

パラメータ（19127：2005）の定期見直しについての議論 

ｄ）2014 年 3 月 17 日投票締め切りの位置情報付き画像センサモデル（19130：2010）、

メタデータの XML スキーマ（19139：2007）の定期見直しについての議論 

ｅ）ISO 19157(データ品質)の発行後、ISO 19138（データ品質尺度）は廃止 

ｆ）位置情報付きの JPEG2000 画像とグリッドデータの符号化 

ｇ）国連の UN-GGIM への支援 

   ・その他 

ａ）植原プロジェクトリーダーのリードのもと PI リンキング（19155-2）の会合を実

施。プロジェクトは順調 

ｂ）韓国・ノルウェーが中心の GIS-BIM 特別グループ InfraGML（OGC 提唱）が検討

されている。次回最終報告が行われる。 

ｃ）カナダを議長に、メタデータ管理特別グループの設立を決議した。 

    ｄ）次回会合を平成 26 年 6 月にドイツ・ベルリン市で実施予定 

 

３）国内委員会開催 

①第 66 回国内委員会 

   ・開催日：5 月 24 日（金）スクワール麹町 ５階 百合の間 

 ・参加人数：12 名（委員 10 名、幹事 2 名） 

 ②第 67 回国内委員会 

 ・開催日：9 月 18 日(水）スクワール麹町 ５階 豊の間 

 ・参加人数：14 名（委員 10 名、幹事 4 名） 

 ③第 68 回国内委員会 

 ・開催日：11 月 8 日(金）スクワール麹町 ５階 寿の間 

 ・参加人数：13 名（委員 7 名、幹事 6 名） 

④第 69 回国内委員会 

 ・開催日：3 月 6 日(木）スクワール麹町 ５階 寿の間 

・参加人数：11 名（委員 8 名、幹事 3 名） 

 

４）国内委員会幹事会開催 

①第 98 回幹事会 測技協 会議室 

・開催日：5 月 17 日（金） 

・参加人数：15 名 

②第 99 回幹事会 測技協 会議室 



・開催日：9 月 6 日（金） 

・参加人数：10 名 

③第 100 回幹事会 新宿ＮＰＯ協働推進センター 会議室 

・開催日：10 月 31（木） 

・参加人数：9 名 

④第 101 回幹事会 測技協 会議室 

・開催日：2 月 26 日（水） 

・参加人数：8 名 

 

  ５）地理情報ＪＩＳ原案作成委員会名簿（敬称略・平成 25 年 9 末現在） 

委員長 岡部 篤行  青山学院大学 総合文化政策学部 教授 

    委 員 今井 浩   東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授 

    委 員 碓井 照子  奈良大学 名誉教授 

    委 員 東明 佐久良 大妻女子大学 社会情報学部長 教授 

    委 員 柴崎 亮介  東京大学 空間情報科学研究センター 教授 

    委 員 辻本 崇紀  経済産業省 産業技術環境局 情報電子標準化推進室長 

    委 員 和田 恭    経済産業省 商務情報政策局 情報プロジェクト室長 

    委 員 小森 達雄  海上保安庁 海洋情報部 技術・国際課 課長補佐 

    委 員 金子 純一  国土交通省国土地理院 企画部 地理空間情報国際標準分析官 

    委 員 明野 和彦  国土交通省 国土地理院 企画部 企画調整課長 

    委 員 兼谷 明男  一般財団法人日本情報経済社会推進協会 常務理事 

    委 員 土居原 健  一般財団法人日本デジタル道路地図協会ﾌｪﾛｰ研究開発部長 

    委 員 飯野 正臣  一般財団法人道路管理センター システム開発部 調査役 

    委 員 太田 守重  国際航業株式会社 フェロー  

    委 員 大伴 真吾  朝日航洋株式会社 システム開発研究センター長 

委 員 品澤 隆   東日本総合計画株式会社 事業革新本部 技術統括 

委 員 清水 啓治   株式会社かんこう 技術本部技師長（準役員） 

委 員 村尾 吉章  日本アイ・ビー・エム株式会社 ＧＢＳ事業ＧＩＳサービス 

シニアコンサルティングＩＴスペシャリンスト 

    委 員 椎橋 信幸   公益財団法人日本測量調査技術協会 専務理事 

 

６） 地理情報ＪＩＳ原案作成委員会分科会名簿（敬称略・平成 25 年 9 末現在） 

①JIS X 7115-1（メタデータ - 第 1 部）分科会 

 主 査 岡田 泰征 国際航業株式会社 東日本事業本部第 三技術部 行政支援 2グ 

           ループ 

 委 員 太田 守重 国際航業株式会社 フェロー 

 委 員 山田 秀之 アジア航測株式会社 空間情報事業部 ＤＳ事業部 



 委 員 北村 京子 国土地理院 地理空間情報部 情報普及課長補佐 

②JIS X 7118（符号化）分科会 

 主 査 大伴 真悟 朝日航洋株式会社 システム開発研究センター センター長 

 委 員 村尾 吉章 日本アイ・ビー・エム株式会社 GBS 事業  GIS サービス シ

ニアコンサルティング IT スペシャリスト 

 委 員 尾崎 隼一 国際航業株式会社 東日本事業本部 第三技術部  行政支援 2 グ

ループ 

 委 員 村田 眞司 アジア航測株式会 空間情報事業部 空間データ解析センター 

地理空間情報課 

 委 員 肥後 由利子 国土地理院 企画部 技術管理課 国際標準係長 

③JIS X 7157（データ品質）分科会 

 主 査 政春 尋志 国土地理院 基本図情報部 基本図情報更新技術分析官 

 委 員 乙井 康成 国土地理院 地理地殻活動研究センター 地理情報解析研究室  

主任研究官 

    委 員 山崎 廣二 アジア航測株式会社 空間情報事業部 DS 事業部 

    委 員 平田 更一 株式会社パスコ 研究開発センター 上級主任研究員 

 

７） 地理情報ＪＩＳ（日本工業規格）制定の動き 

・JIS X 7115 メタデータ追補 1 （6/25 告示）  

   ・JIS X 7111 座標による空間参照（2/25 告示） 

   ・JIS X 7131 製品仕様書（2/25 告示） 

   ・JIS X 7157 データ品質申出（作業中） 

   ・JIS X 7118 符号化申出（作業中） 

 

８） 地理情報標準認定資格制度（S-GI-Cert）の創設と実施状況 

本制度は、地理情報標準の知識・技能を有した、地理空間情報の整備、管理、運用等 

の専門技術者の資格認定及び登録を行い、もって地理情報標準の適用、普及等の適正な

推進を図るとともに、地理空間情報の利活用の促進に寄与することを目的とする。地理

情報標準（ISO19100 シリーズ、JIS X 7100 シリーズ及び JPGIS）に関する知識・技能に

ついての講習、及びそれらが一定水準以上であることを試験により認定する制度で、地

理情報システムを構築・運用する「技術者」から地理情報システムを利用する「エンド

ユーザ（利用者）」まで、地理情報システムに関係するすべての人が活用できる制度を

目指す。 

特定の製品やソフトウェアに関する試験ではなく、地理情報標準の背景として知るべ

き原理や基礎となる技能について、幅広い知識を総合的に評価することとし、認定要件

と知識・技能の水準の範囲を初級技術者、中級技術者、及び上級技術者に区分して認定

資格を付与する。 



これまで、測技協は、国土地理院と連携して、地理情報標準（JPGIS）普及セミナー並

びに JPGIS 実務者研修を実施してきた。（下表参照）特に、実務者研修を受けた人数が一

千人を超え、認定資格を取得する知識・能力や経験を備えた人材が多数存在すると考え

られる。この地理情報標準認定資格制度は、それらの技術者にインセンティブを与え、

地理情報標準、製品仕様書に基づく地理空間情報の整備、品質の確保、データの流通の

促進に寄与できるものである。今年度の初級・中級技術者の合格・登録者が確定した時

点で、国土地理院の「測量技術者の認定資格」に登録申請する予定である。 

 

今年度の制度実施状況は、以下のとおりである。 

 

①講習・試験実施概要と結果 

 初級技術者（人） 中級技術者（人） 

講習・試験日 7 月 25 日（木） 

（1 日） 

11 月 28 日‐30 日 

（3 日間） 

実施場所 札幌・東京・名古屋 

大阪・福岡（5 会場） 

東京・大阪 

（2 会場） 

試験問題 5 者択一式 

30 問 

多肢択一式 25 問 

出題 20 解答 

記述式 1 問 

受講者 290 名 79 名 



受験者 300 名 81 名 

合格者・認定者 255 名（85％） 18 名（22％） 

 

登録者 144 名 15 名 

   その他に会長認定申請 11 名からあり、それぞれ会長認定者として承認された。 

②制度運営の概要 

   ・4 月 15 日 第 1 回講習・試験委員会 実施計画の検討、基準の検討 

   ・5 月 20 日 第 1 回資格認定委員会  制度全体の審議・承認 

                     テキスト・試験問題・採点基準の審議・承認 

   ・5 月 29 日 認定資格制度の創設の記者会見 

   ・6 月 4 日  第 2 回講習・試験委員会  初級技術者テキスト・試験問題の作成   

   ・7 月 3 日  第 2 回資格認定委員会    初級技術者講習テキスト・試験問題の承認 

   ・7 月 25 日 初級技術者講習・試験  全国 5 会場（札幌・東京・名古屋・大阪・福岡） 

で実施した。受講・受験者は 300 名であった。 

   ・7 月 29 日 初級技術者認定試験の正答発表 

・8 月 29 日 第 3 回講習・試験委員会 初級技術者合否内定報告書案の審議 

                      中級技術者テキスト・問題・採点基準の検討 

   ・9 月 13 日 第 3 回資格認定委員会  初級技術者合否内定の審議 

   ・9 月 13 日 初級技術者認定試験合格者発表 合否通知の発送 合格者 255 名 

初級技術者認定資格登録の開始 

   ・10 月 1 日 中級技術者講習・試験申込み開始 ～11 月 15 日締め切り 

   ・10 月 8 日 第 4 回講習・試験委員会 中級技術者テキスト・試験問題の検討 

   ・10 月 16 日 第 5 回講習・試験委員会 講師等の運営体制の検討 

   ・10 月 24 日 初級技術者認定資格者登録証書の送付 初級技術者認定資格者 118 名 

   ・11 月 1 日 講習・試験委員会         試験問題の検討 

（試験問題検討委員会）  

   ・11 月 13 日 第 4 回資格認定委員会  中級技術者テキスト・試験問題の審議 

   ・11 月 28 日‐30 日 中級技術者認定試験 受講・受験申込者 81 名 

東京会場 40 名 大阪会場 41 名 

・12 月 10 日 第 6 回講習・試験委員会 採点基準・体制の検討 

・12 月 27 日 講習・試験委員会 採点 

・1 月 8 日  講習・試験委員会幹事会 採点基準の検討 

・1 月 15 日 第 7 回講習・試験委員会 採点妥当性、合格内定者の検討 

・1 月 23 日 第 5 回 資格認定委員会 中級技術者合否内定の審議 

・1 月 31 日 中級技術者認定試験合格者発表 合否通知の発送 合格者 18 名 

・会長認定申請が 11 名からあり、上級技術者 6 名、中級技術者 4 名が認定される 

・初級技術者 144 名、中級技術者 19 名、上級技術者 6 名が認定資格者として登録 



③今後の課題と対策 

   次年度の実施に向けて以下の課題に対応して行く。 

・会員、測量設計業へのさらなる周知 

・ＧＩＳベンダー等への周知 

・ＧＩＳ教育関係者、行政マンへの周知 

・国土地理院の「測量技術者の認定資格」に登録申請を行う 

 

（６）成果検定事業 

 

4 年目を迎えて、検定補助者等の充実を図った。また、適切な検定を実施するために DM

データ検定プログラムの開発を行った。実績としては、96 件、約 4, 516 万円（うち基本測

量 1 件 327 万円）を達成している。今年度も引き続き①全ての案件は迅速に処理する②指摘

事項はきめ細かく丁寧に分かりやすくする、をモットーに掲げて取組んでいる。 

 

１）実施体制 

 ・技術管理者：小須賀 洋 

 ・登録検定者：中野 茂男、佐久間晋一郎、田口益雄  

   ・検定補助者：松尾永二他 4 名 

    

２）対応種目（測量成果のうち地図作成等） 

①基本測量（会員企業以外を対象） 

・空中写真撮影 

・電子国土基本図（地図情報）作成 

・オルソ作成 

   ・航空レーザ測量 

・基盤地図情報整備 

・２万５千分１地形図修正編集 

・災害復興計画基図 

②公共測量（全ての企業を対象） 

・空中写真撮影 

・数値地形図データ作成 

・写真地図作成 

・航空レーザ測量 

・基盤地図情報作成 

 

３）成果検定業務実績 

・平成 22 年度の成果検定契約実績 34 件、13,168,611 円 



   ・平成 23 年度の成果検定契約実績 59 件 24,233,684 円  

・平成 24 年度の成果検定契約実績 90 件  27,318,610 円 

・平成 25 年度の成果検定契約実績 96 件  45,166,160 円 

昨年度に比べて、数値地形図が約 23％減となったが、航空レーザ測量が大幅に伸長して 

計画を超えた事業量が確保できた。また、検定機関登録に必要な、基本測量の検定実績 

も確保できた。 

 

   （内訳）                               （万円） 

 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

公共 空中写真撮影 20 216 167 293 

公共 航空ﾚｰｻﾞ測量 615 84 287 2,266 

公共 写真地図 0 33 15 5 

公共 数値地形図 682 1,212 2,120 1,625 

基本測量 0 877 143 327 

合計（計画値） 1,317 2,423 2,732 4,516 

（3,000） 

 

  ４）品質向上講習会の開催 

   検定依頼者のニーズに応え、これまでの指摘事項を整理・分析して、2 日間に渡る品質

向上講習会を下記のとおり開催した。 

   ・開催日：平成 25 年 8 月 5 日（月）～6 日（火） 

   ・開催場所：新宿 NPO 協働推進センター 501 会議室 

   ・参加人数：24 名 

   ・参加資格：関連測量業務の実務経験 3 年以上 

   ・受講料：会員￥20,000、非会員￥30,000 

   ・測量ＣＰＤ：11 ポイント 

   ・カリキュラム 

 

開始  終了 課  題 到 達 目 標 

1 日目 

10:30 ～ 10:40 ガイダンス   

10:40 ～ 12:00 測量法と公共測量 
関連する測量法の条文と公共測量の届け

出の理解 

13:00 ～ 16:45 公共測量標準図式 図式（地図記号の定義）の理解 

17:15 ～ 18:30 技術討論会 会場：測技協会議室 

2 日目  

9:30 ～ 10:30 事例研究Ⅰ：数値地形図デー 誤りの事例と正しい処理、根拠規定の理解 



タ作成 

10:30 ～ 11:10 事例研究Ⅱ：写真地図 誤りの事例と正しい処理、根拠規定の理解 

11:10 ～ 11:50 事例研究Ⅲ：航空レーザ測量 誤りの事例と正しい処理、根拠規定の理解 

12:50 ～ 15:00 演習：品質管理 
1/2,500 都市計画図、航空レーザ測量の表

現の誤りについて指摘 

15:00 ～ 16:00 品質向上 正しい処理法（表示法）について解説 

 

（７）緊急撮影対応等 

 

 １）首都直下等の地震災害を想定した緊急撮影・画像伝送訓練 

①「緊急撮影調査要請～契約締結」訓練 

・平成 25 年 6 月 13 日（木） 9:00～17:00（実時間） 

   ②「空中写真画像伝送」訓練（試験） 

・平成２５年６月１４日（金）・１７日（月）9:00～17:00 

訓練その１ 緊急撮影調査要請から契約締結までを実演で確認 

ポイントは、一連の手続が予定時間（調査依頼後から 3 時間以内の撮影

体制の確保）どおり実施できるよう連携の確認を行う。今回の訓練は、

各社の作業地区をあらかじめ国土地理院で割り振って通知するので、通

知された地区で訓練する。 

    訓練その２ 緊急撮影までを訓練 

ポイントは、（画像データ等の成果完成を待つことなく）撮影開始前に

おける緊急撮影の依頼段階から、関係機関への提供・記者発表（Web 公

開）等のタイムスケジュール（何を、何時までに、やるかを監督職員と

協議）を計画し、計画した時間どおりに遅延なく作業を完遂するための

適切な全体管理（人員・機器・伝送方法）に基づく効率かつ迅速な作成

方法の確立を検討する。 

    訓練その３ 撮影後から納品までの訓練 

生画像（raw）データの伝送 

画像処理（垂直写真） 

垂直写真データ・標定図の国土地理院への伝送 

標定図の作成 

オルソの作成 

写真データ・簡易オルソデータの国土地理院へ納品 

２）高速通信衛星 WINDS（きずな）によるデータ伝送試験  

 首都直下地震等の大規模災害を想定した場合、近郊の飛行場は使用不能なることが

予想されることから、「くにかぜⅢ」が拠点とする空港の一つである八尾空港（大阪）

と東京霞ヶ関の国土交通省本省・九段の関東地方測量部において、高速通信試験衛星



「きずな」を経由した空中写真画像の転送について、機材の輸送から伝送までの一連

の試験を行い、大規模災害発生時の WINDS（きずな）利用の手順等について習得・

確認する。 

・実施日：平成 25 年 8 月 5 日（月）～ 9 日（金），12 日（月） 

       （伝送試験は 8 月 8 日） 

・実施場所：八尾空港（大阪）、国土交通本省、国土地理院関東地方測量部 

・試験内容 

八尾空港にて送信を行う「八尾（大阪）送信班」及び本省・関東地方測量部にて

受信を行う「東京受信班」に地球局を分けた上で、以下の試験を行った。 

・災害発生後の連絡訓練 

・機材の輸送訓練 

・地球局（可搬型 VSAT 4 号機）の組立訓練，解体訓練（※八尾送信班） 

・地球局（可搬型 VSAT 3 号機）の組立訓練・解体訓練（※東京受信班） 

・WINDS ネットワークを用いた通信訓練，データ転送訓練 

 

３）7 月 17 日からの大雨による被害に対する緊急撮影 

   ・7 月 29 日（月）16：40 国土地理院より緊急撮影の待機要請。 

           17：31 国土地理院より緊急撮影の要請があり関係会社に調査 

メールを発信 

            18：58 2 社から対応可能の回答があり、国土地理院に報告 

           19：53 国土地理院より担当会社への連絡。 

  ・7 月 30 日（火）撮影体制に入る。8 月 4 日（1 回目）8 月 12 日（2 回目）撮影完 

          了、最終的に８月２３日に納品。 

  

４）国土交通省国土技術政策総合研究所と平成 25 年度の協定を締結 

「大規模崩壊発生時における迅速な人工衛星 SAR 画像提供に関する協定」 

 ・締結日：平成 25 年 3 月 29 日  

・期間：平成 25 年 4 月 1 日~平成 26 年 3 月 31 日 

 ・協定内容：人工衛星 SAR 画像提供 

 ・参加会員：6 社 

 

５）国土交通省東北地方整備局及び近畿地方整備局との災害撮影協定を更新する 

 

６）国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画近畿地方地域対策計画策定連絡会議 

   に参加 

  ・第 1 回 12 月 6 日（金）18：30～20：00 

  ・大阪合同庁舎 1 号館 第一別館 2 階 大会議室 



  ・現地情報連絡員 2 名が参加 

  ・第 2 回 1 月 30 日（木）18：30～20：00 

  ・大阪合同庁舎 1 号館 第一別館 2 階 大会議室 

  ・現地情報連絡員 2 名が参加 

・第 3 回 2 月 24 日（月）13：00～15：00 

  ・大阪合同庁舎 1 号館 第一別館 2 階 大会議室 

  ・現地情報連絡員 2 名が参加 

 

（８）対外関係活動及び関連行事 

 

   業務執行理事及び事務局による外部委員会、関連団体連絡会議、報告会、説明会等への

参加状況は以下のとおりである。＊：業務執行理事の参加委員会 

・2013.04.16  測量関係団体連絡会議（測量機器工業会） 

・2013.04.19  東日本大震災復興測量支援協議会総会 

・2013.04.25   測量系 CPD 協議会連絡会議（日本測量協会） 

・2013.04.26  関東地方整備局における建設コンサルタント業務等の入札・契約に関

する説明会 

・2013.04.26  地図展推進協議会及び事務局員合同会議 

・2013.05.13  地理空間情報フォーラム 2013 検討会（第 6 回）   

・2013.05.13  第 11 回衛星測位と地理空間情報（Ｇ空間）フォーラム 

・2013.05.20  一般社団法人日本測量機器工業会春季懇親会 

・2013.05.23  第 1 回建設関連業イメージアップ促進協議会 

・2013.05.23  公益社団法人日本測量協会定期総会懇親会 

・2013.05.24  Ｇ空間 EXPO2013 の運営協議会/ＷＴ〔第 7 回〕 

・2013.05.31  一般社団法人全国測量設計業協会連合会第 53 回通常総会懇親会 

・2013.06.04  Ｇ空間情報活用推進特別委員会 

・2013.06.07  第 42 回国土地理院報告会 

・2013.06.07  地理空間情報フォーラム 2013 検討会（第 7 回） 

・2013.06.10  地理空間情報フォーラム 2013 展示会展示会場見学会 

・2013.06.20  Ｇ空間 EXPO2013 の運営協議会/ＷＴ〔第 8 回〕 

・2013.06.21  一般財団法人日本地図センター評議員会 

・2013.06.25  第 11 回（Ｈ25 第 1 回）測量行政懇談会基本政策部会 ＊ 

・2013.06.25  一般社団法人日本国土調査測量協会第 54 回定期総会懇親会 

・2013.07.04  第 19 回Ｇ空間 EXPO に関する ＷＧ 

・2013.07.04  Ｇ空間 EXPO2013 の運営協議会〔第 3 回〕 

・2013.07.10  地理空間情報フォーラム 2013 展示説会、企画展示打合せ（1） 

・2013.07.11   電子国土基本図あり方検討会（第 6 回）＊ 



・2013.07.19  Ｇ空間 EXPO2013 の運営協議会/ＷＴ〔第 9 回〕 

・2013.07.19  第 12 回（Ｈ25 第 2 回）測量行政懇談会基本政策部会 ＊ 

・2013.07.22  測量関係団体連絡会議（日本測量協会） 

・2013.07.24  Ｇ空間 EXPO2013 講演・シンポジウム実施者説明会 

・2013.07.26  高精度衛星測位サービス利用促進協議会（QBIC）設立総会 

・2013.07.26  日本測量者連盟役員会 

・2013.07.27  地図展 日本の世界文化遺産（7 月 27 日～8 月 5 日）  

・2013.08.08  企画展示打合せ（2） 

・2013.08.27  Ｇ空間 EXPO2013 の運営協議会/ＷＴ〔第 10 回〕 

・2013.09.03  企画展示打合せ（3） 

・2013.09.05  第 13 回（Ｈ25 第 3 回）測量行政懇談会基本政策部会 ＊ 

・2013.09.13  第 1 回東日本大震災復興測量支援協議会 

・2013.09.18  Ｇ空間 EXPO2013 の運営協議会/ＷＴ〔第 11 回〕 

・2013.09.20  自民党Ｇ空間特別委員会 企画展示打合せ（4） 

・2013.10.02  第 14 回 測量行政懇談会 ＊ 

・2013.10.07  企画展示打合せ（5） 

・2013.10.03  地理空間情報フォーラム 2013 検討会（第 8 回） 

・2013.10.03  社会基盤情報流通推進協議会（AIGID）合同部会 

・2013.10.17  地理空間情報フォーラム記者会見 

・2013.10.28  社会基盤情報流通推進協議会（AIGID）打合せ 

・2013.10.31  企画展示打合せ（6） 

・2013.11.14  Ｇ空間 EXPO2013 開会式、来賓案内 

・2013.11.15  地理空間情報フォーラムシンポジウム受付 

・2013.11.16  社会基盤情報流通推進協議会（AIGID）シンポジウム 

・2013.12.13  第 2 回建設関連業イメージアップ促進協議会 

・2014.01.07  一般財団法人日本地図センター新年賀詞交歓会 

・2014.01.08  公益社団法人日本測量協会新年賀詞交歓会 

・2014.01.14  一般社団法人日本測量機器工業会賀詞交歓会 

・2014.01.16  一般社団法人東京都測量設計業協会賀詞交歓会 

・2014.01.17  一般社団法人全国測量設計業協会連合会新年賀詞交歓会 

・2014.01.21  土木学会 ISO 委員会 

・2014.01.22  一般社団法人日本国土調査測量協会新年祝賀会 

・2014.02.03  測量の日実行委員会 

・2014.02.06  Ｇ空間情報活用推進特別委員会 

・2014.02.13  測量関係団体連絡会議（全測連） 

・2014.02.14  測量の日実行委員会幹事会 

・2014.02.18  Ｇ空間 EXPO2013 の運営協議会〔第 5 回〕 



Ｇ空間 EXPO2014 の運営協議会〔第 1 回〕 

・2014.02.28  Ｇ空間 EXPO2013 の運営協議会ＷＴ〔第 13 回〕 

Ｇ空間 EXPO2014 の運営協議会ＷＴ〔第 1 回〕 

・2014.02.28  調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会 

・2014.03.01  社会基盤情報流通推進協議会（AIGID）シンポジウム 

・2014.03.12  9GHz 帯航空機搭載合成開口レーダーの周波数有効利用技術に関する

調査検討 

・2014.03.18  一般財団法人日本地図センター評議員会 

・2014.03.26  Ｇ空間 EXPO2013 の運営協議会〔第 6 回〕 

Ｇ空間 EXPO2014 の運営協議会〔第 2 回〕 

 

以上 


